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　新年明けましておめでとうございます。
　2020年から新型コロナウイルスによるさまざまな制
約が続いてきましたが、水際対策の大幅緩和なども始
まり、わが国も徐々にアフターコロナに向けた対応を
進めつつあります。その一方で、昨年勃発したウクラ
イナ危機はそうした回復の動きにブレーキをかけるだ
けでなく、改めて世界が不安定化する要因ともなって
います。ウクライナに一日も早く平和が戻り、世界の
社会や経済が安定していくことを心から願っています。
　さて、昨年当財団は設立 50周年を迎えましたが、
今年は当財団が加盟する GS1（1978年の加盟当時
は国際 EAN協会）が 50周年を迎えます。50年前
の 1973年、米国において今日では世界中の商品に付
けられ POSレジなどで読まれているバーコードが規
格化され、また現 GS1 USの前身である UCCが設
立されました。その後 UCCは 2005年に北米以外の
標準化団体である EANと合併して、現在の GS1と
なっています。
　GS1が目下注力しているのは、産業界のデジタル
トランスフォーメーションのサポートであり、それを
通じた消費者や（ヘルスケア分野の）患者などの生活
者の便益向上です。この課題を解決していくために、
GS1はこれまでのような標準の提供だけにとどまら
ず、必要とされるサービスなども提供していくことを
目指しています。こうした取り組みの一つが、GS1 

Registry Platform（GRP）です。GRPは、世界中
の GS1事業者コードとこれにより作成された GTIN

などの情報の、一元的な登録管理と利用を目指す仕組
みです。
　近年、私たちの身の回りでは、インターネットを通
じて膨大な種類の商品が国や地域を超えて流通、販売
されるようになったことから、個々の商品（GTIN）
の属性情報やそのブランドオーナーを確認するため
の、正確で信頼性の高い情報が求められてきていま
す。このため GS1では、GTIN再利用停止などをは
じめとする各種ルールの見直しを図る一方、世界中の
GS1事業者コードや GTINなどの情報の一元的な利
用を実現する国際的なデータベースであるGRPの展
開を進めています。
　GS1の動きとも連動して、当財団では商品情報の登
録・利用サービスである GS1 Japan Data Bank

（GJDB）の整備と利用を進めています。昨年 4月に
は、㈱ジャパン・インフォレックス、㈱プラネットと
協力して、GS1 Japan産業横断レジストリー構築を
発表しました。これは高まる商品情報ニーズに対応す
るため、「社会的なインフラ」、「公共性」および「全産
業の繁栄」を構築・運営の精神として、わが国として
の商品情報レジストリーの育成・拡大を目指すものです。
　またGS1では、近年の患者安全の確保や医療事故
防止など、医療の安全・安心確保の必要性の高まりを
受け、2005年よりヘルスケア分野にも取り組んでいま
す。当財団でも 2009年にGS1ヘルスケアジャパン協
議会を立ち上げ、精力的に活動を行っています。
　折しも国内では薬機法の改正（2019年 12月公布）
により、昨年 12月から医療用医薬品や医療機器の
GS1バーコード表示が義務化され、またこれに先立つ
2021年 8月には添付文書の電子化が進められるなど
の大きな動きが続いています。添付文書電子化では、
当財団と日本製薬団体連合会、医療機器産業連合会が
協力して添付文書閲覧アプリ「添文ナビ ®」の利用を進
めています。医療従事者の方々は添文ナビでGS1バー
コードをスキャンするだけで、（独）医薬品医療機器総
合機構（PMDA）のWebサイトの最新の添付文書情
報を簡単かつスピーディに参照することが可能です。
　一方、サプライチェーンや物流などの面では、コロ
ナやウクライナ問題により国際的な混乱が続いていま
す。加えてわが国ではドライバー不足や 2024年問題
などの構造的な課題も指摘されるなど、物流問題が大
きくクローズアップされています。
　昨年、経済産業省と国土交通省は、オールジャパン
による物流効率化に向けて、フィジカルインターネッ
ト（PI）実現会議を開催し、PI実現に向けたロードマ
ップを策定しました。当財団が事務局を務める製・配・
販連携協議会では、今年度からこの中で議論された重
要課題についてWGによる検討を進めています。当
財団は、PI実現に必要なGS1標準や関連DBサービ
スなどの適応可能性検討、および GS1各国の対応状
況調査などを通じてWG活動を支援しています。
　以上のような取り組みをはじめとして、本年も役職
員一同、皆さまのお役に立てるよう努力してまいりま
すので、変わらぬご支援ご協力のほどどうぞよろしく
お願い申し上げます。

年頭のご挨拶 GS1  Japan　　　　 
（一般財団法人流通システム開発センター）

　  会  長  迎   陽  一
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　GS1 アジア太平洋地域会議（GS1 

Asia-Pacific Regional Forum）
は、GS1 Member Organisation 

(MO) と呼ばれる各国・地域の
GS1加盟組織の CEOや職員が一
堂に会し、情報交換や地域の課題に
関する討議などを目的として年 1

回各地で開催されている。2022年
度は 10月 25日から 27日にかけ
て、ニュージーランドのウェリント
ンで開催された。今回の会議はデジ
タル化と貿易および循環経済への対
応をテーマに、政府・行政機関、研
究・学術機関、企業、GS1関係者
がスピーカーとして登壇し、それぞ
れの立場から何を考えるべきか、目
指すべきか、行動すべきかなど活発
な提言や意見発表がなされた。同時
に各国MOによる活動報告も実施
された。本稿では、紙面の関係上一
部抜粋して講演概要を紹介する（な
お所属は講演当時のもの）。

Farzana Adams : Zespri

　Zespri（ゼスプリ）はニュージ
ーランドに本部を持つ、キウイフル
ーツの販売会社である。主に 50ヵ
国以上へ輸出、マーケティング、販
売、ブランド構築を担っている。販
売に不可欠なブランド構築には信頼
（trust）が重要であり、GLOBAL 

G.A.Pなど GFSI認証スキームの
認証も積極的に活用している。トレ
ーサビリティも信頼を確立するため
に重要な方法の一つとして重視して
いる。トレーサビリティ確立の手段
に GS1標準を活用しており、キウ
イのケースには GTINとロット番
号をエンコードした GS1-128シン
ボルを表示している。また文字情報
で GLNや GGN（GLOBALG.A.P

の番号）も印字している（写真）。

物流においても、GS1識別コード
の一つである SSCCを利用した
ASN（Advanced Shipping 

Notice：事前出荷明細情報）を実
施しており、パレット単位には同じ
くGS1標準にのっとった商品識別
コード：AＩ（02）、物流単位に含
まれる最大梱包レベルの入り数 :AI

（37）、ISO国コードおよび出荷先・
配達先の郵便番号 :AI（412）、原産
国コード：AI（422）などを GS1-

128シンボルに表示、活用している。

Gregor Herzog : GS1 in  
Europe 
Francesca Poggiali : GS1 本部

　EUは 2050年までに実質 CO2

排出ゼロを目指している（気候中立：
Climate neutral）。EU で排出さ
れる CO2の 3分の 1は輸入が関連
している。リニアエコノミー（いわ
ゆる使い捨て・リサイクルなし：
Linear economy）からリサイク
リングエコノミー（Recycling 

economy） を 経 て、 循 環 経 済
（Circular economy）への転換を
図っている。そのためには、サプラ
イチェーンに関わる情報管
理が必要（例：素材はどこ
からきたか、いつ、どのよう
に再生したか、チャイルドレ
イバーを利用していないか
など）であり、デジタルプ
ロダクトパスポート（Digital 

Product  Passport：

DPP）という仕組みの導入を検討
している。DPPは製品の移動や変
化（製造、修理、リサイクルなど）
を電子的に記録し、証明可能にする
仕組みを目指しており、製品のライ
フサイクル全体のトレーサビリティ
確保を目標としている。対象商材
は、①バッテリー、②電気製品、③
アパレルが候補として挙がってい
る。GS1ではDPPの仕組み構築、
運用において、GS1標準が貢献で
きると考えている。具体的には①商
品識別コード GTIN（＋シリアル番
号）や場所識別コードである GLN

を活用した効率的な識別、②①のコ
ードを活用した標準化されたトレー
サビリティシステムの確保、③さら
に消費者が DPPを参照することも
想定し、GS1デジタルリンクフォ
ーマットを活用した仕組み（図）を
提案している。これにより、①製品
の適格な識別、②製品の経歴（例：
どこで作られ、どこで修理され、リ
サイクルされたなど）識別、③消費
者へ DPP情報提供が効率的に実施
できることが期待されている。
DPPは 2024年ごろには詳細が明
らかになる予定であり、2024～
2025年にパイロットを計画してい
る。GS1としても DPPに関連し
た標準・ソリューションを産学官で
議論するグループの立ち上げを計画
している。
（グロサリー業界グループ 岩崎）

GS1 アジア太平洋地域会議
（GS1 Asia-Pacific Regional Forum）

写真　Zespri（ゼスプリ）キウイのケー
スに貼られているラベル

図　GS1デジタルリンクフォーマットを活用した仕
組み　会議資料より引用
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　2022年 11月 15日～ 17日の 3

日間、GS1ヘルスケア国際会議が
フランスのパリで開催された。本会
は各国のヘルスケア分野における
GS1標準の導入状況などについて
共有・議論するもので、COVID-19

の影響を受けた過去 3回のオンラ
イン開催を経て、今回は初となるハ
イブリッド開催となった。
　パリは古くから街灯などの光
（Light）を街にともし、そして世界
には啓発（Enlightenment）をも
たらしてきた歴史から「The City 

of Light」とも呼ばれる。GS1フ
ランスの CEOである Veloso氏は
開会挨拶でこの言葉を引用し、
「GS1標準はヘルスケア分野に光を
ともし啓発を図る存在であるべき」
と述べた。今回、110名のスピーカ
ーがその舞台に登壇し、日本を含む
およそ 86ヵ国から 700名以上が聴
講した。報告された最新情報の一部
を紹介する。

COVID-19 ワクチンと GS1 標準

　アイルランドの公的医療サービス
を所管する保健サービス委員会
（Health Service Executive） か
らは、GS1アイルランドと共同で
実現させた COVID-19ワクチンの
トレーサビリティ確保についての報
告があった。
　アイルランドでは 2021年 3月
より、各医療施設においてワクチン
の識別や追跡に『TrackVax』とい
うソフトウェアを用いている。ワク
チンの受領時には、販売包装に貼ら
れている GS1データマトリックス
をスキャンして読み取ることで
GTIN、有効期限、バッチ番号を取
得し在庫登録が行われる。投与準備
時には再度スキャンを行い、使用期

限を含むワクチン情報を GS1デー
タマトリックスとしてラベル印刷し
てシリンジやバイアル、トレイへの
貼付を行っている。投与時にはそれ
らを再度スキャンすることで使用履
歴として登録される仕組みだ。
　スキャンで読み取られる各履歴情
報は蓄積され、日ごとのワクチン供
給・使用量や有効期限、在庫状況な
どといった情報はダッシュボードで
いつでも確認できるようになってい
る。国家レベルにおいて、これらの
情報が全て参照可能で、接種場ご
と、バッチ番号ごと、ワクチンタイ
プごとといったソートも行うことが
できるため、ワクチン運用に関する
情報を把握できる構造になっている。
　『TrackVax』が導入されるまで
は、バイアルへ貼付するラベルの作
成やバッチ番号の記録などは紙への
手書き作業で行われており、ヒュー
マンエラーの温床となっていた。導
入後はワクチンのトレーサビリティ
確保はもちろん、期限切れによる廃
棄ワクチン数の削減や、記録登録に
かかる医療従事者の作業時間短縮な
どさまざまな効果を生み出している。
　『TrackVax』は現在およそ 700

の会場で運用が行われ 500万回以
上のワクチン接種情報を記録してい
る他、その安全性と効率性からイン
フルエンザなどその他のワクチンへ
の適用も始まっている。

GS1 標準を用いたウクライナ支援

　GS1標準の仕組みを活用し、ウ
クライナ避難民への支援策を早急に
構築したのは欧州製薬団体連合会
（EFPIA）だ。EUに流通する医薬
品の添付文書は流通先国の言語で書
かれた紙でなければならず、各国に
逃れてくるウクライナ避難民は自国
語の添付文書へ容易にアクセスでき
ないという課題があった。避難民で
あるウクライナ人患者が迅速に医薬
品情報へアクセスできるよう、
EFPIAは 2022年 3月から検討を
開始し、電子添付文書情報と、医薬
品へ貼付されている GS1データマ
トリックスを活用した仕組みを設計
した。
　ユーザーが特定のアプリを用いて
医薬品の GS1データマトリックス
を読み込むと、GS1のリゾルバが
ウクライナ語に翻訳された電子添付
文書ファイルを指し示す。ファイル

GS1ヘルスケア パリ国際会議報告
ー 初となるハイブリッド開催、世界情勢に呼応するGS1標準 ー

写真 1　『Building on solid foundation』が今回のテーマとなった
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はメーカーのウェブサイト上に置か
れており、ユーザーのスマートフォ
ンに読み込まれることで参照が可能
となる。この方法で、メーカーは既
存のパッケージ等を変更することな
く、またソリューションプロバイダ
も新しいアプリなどを開発せずと
も、ユーザーは無償で医薬品情報に
ウクライナ語でのアクセスが可能と
なる。
　この運用は避難民の多いポーラン
ドで 2022年 9月から開始された。
現在は 10社以上のおよそ 480の
商品へアクセスすることができ、対
象商品の拡大は続いている。

日本の医療現場から

　日本からは医療機関と行政より 2

名の登壇があった。国立国際医療研
究センターの美代賢吾氏はオープニ
ングプレナリーに登壇し、同研究セ
ンター病院での入出荷検査、医療材
料の準備、医事会計作業における
GS1バーコードと RFIDの活用、
およびデータバンク運用について報
告を行った。
　多品種の商品が大量に届く環境に
おいて、RFIDを利用した一括読み
取り方式での入出荷検査を行ったこ
とで、卸業者は出荷情報の作成にか
かる時間を約 89%削減し、病院は
荷受け監査にかかる時間を 62%削
減することに成功した。同様に手術
用具の準備においても、RFIDを読
み取るトンネルゲートリーダを導入
することで、作業者の熟練度に依存
しない業務遂行を可能にし、89%

の時間短縮も達成した。医療材料の
ラベルを切り取って会計用紙に貼り
付けるなどアナログの運用が目立つ
医事会計作業も、同院では使用後の
材料をまとめた袋を RFIDリーダ
で読み込むことで 97%の時短効果
を発揮している。
　データバンクについても GTIN

がキーとなっている。医療材料に関
係する 5つ全てのマスターファイ

ルにGTINが登録されているため、
商品の納品から患者への使用まで、
GS1バーコードのスキャンを行う
ことで、日付や場所といった行程が
商品のロット番号とともに記録さ
れ、リコール時等においても追跡が
可能となっている。
　電子的な製品情報提供の重要性を
議論するセッションに登壇した厚生
労働省の高橋暁子氏はGS1標準を
キーとした、電子化された添付文書
（電子添文）へのアクセスについて解
説した。日本では 2000年代から厚
生労働省通知レベルで医薬品や医療
機器等へのGS1バーコード貼付が
求められてきたこと、医療用医薬品
やハイリスク医療機器については電
子添文の PMDA（（独）医薬品医療
機器総合機構）への登録が行われて
いること、GS1 Japanの協力を得
てGS1バーコードから電子添文へ
アクセスできるアプリ『添文（てん
ぶん）ナビ ®』が開発されたことに
よって、紙から電子への移行は比較
的スムーズに進んでいると報告し、
今後（2023年 8月 1日以降）につ
いてはGTINとひも付けた電子添文
情報の登録が義務化されることにも
触れた。紙の添付文書は電子に比べ
スペースを取り、携帯性が悪く、情
報の迅速なアップデートが容易でな
いといったデメリットに言及しつつ

も、特にOTC医薬品などにおいて
は、電子デバイスに慣れていない消
費者のためにも引き続き紙の同梱も
行われるべきとの補足もあった。
　日本においては 2022年 12月 1

日から、GS1バーコードを医療用
医薬品および医療機器等へ貼付する
ことによるトレーサビリティ確保を
目的とした改正薬機法が新たに施行
された。電子添文へのアクセスとト
レーサビリティの確保という両軸に
寄与する GS1バーコード活用のさ
らなる進展に期待したい。

パリからサンパウロへ

　COVID-19からウクライナ紛争
まで、時流課題の解決を含む GS1

標準の幅広い可能性が示された本会
は合計 24のセッションを経て終了
した。次回、38回目の開催となる
本会は 2023年 10月 3日～ 5日に
ブラジルのサンパウロで予定されて
いる。
　クロージングプレナリーではGS1

フランスの Escobar氏から、「私達
はヘルスケアにもっと光を、もっと
驚きを、もっと啓発をもたらしてい
かなければならない」との言葉があ
った。本会で共有された知見を生か
し、GS1 Japanとしても GS1標
準の引き続きの普及推進に努めたい。
（ヘルスケア業界グループ　田中）

写真 2　国立国際医療研究センターの美代賢吾氏
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　2022 年 10 月 14 日、GS1 

Japan パートナー会員制度の特別セ
ミナーとして「GS1 標準による
DX、オムニチャネル環境の業務革新
2022」－ EC,D2Cの動向と GS1

標準の今後－を明治記念館とウェビ
ナーのハイブリッド形式で開催し
た。本セミナーは、関係企業に向け
てGS1標準の認知向上と業界の最
新事例紹介を目的とするもので、10

団体より後援いただいた（表参照）。
以下にセミナーの概要を紹介する。

EC の限界とヘッドレスコマー
ス、商品コードの統一の必要性

　基調講演は「様々な EC運営を通
じて見えてきた今後の潮流と課題－
商品 IDの統合が実務に与える影響に
ついて考える－」をテーマに、㈱DI-

NOS CORPORATION CECO、㈱
bydesign 取締役社長 石川森生氏に
講演いただいた。
　石川氏は EC事業の拡大に成功し
たが、顧客に届く購入体験が限定さ
れることを痛感し、カタログやテレビ
といったリアルの資産とテクノロジー
をつなげた事業拡大に挑戦してきた。
　EC事業の仕組みに欠かせない要

素が基幹システムとの連携であ
り、柔軟にシステムに対応する
ためには、ヘッドレスコマースと
呼ばれるECサイトのフロントエ
ンドとバックエンドを分離させた
システム構造によって実現でき
ると解説した。
　また石川氏は、ヘッドレスコ
マースシステムの導入を阻むと
見られる要因の一つとして商品
コードの不統一を指摘した。GS1標
準のさらなる普及により、商品コード
の標準化が進み、業務が効率化でき
ると述べた。

EC における GTIN の重要性

　2講目は ｢世界のネット販売で利
用拡大するGS1標準｣ と題して、
ECにおけるGTINの重要性とその動
向について当財団市原特別研究員が
講演した。
　GTINの普及の大切さおよび日本に
おける商品マスターを提供するインフ
ラ整備の必要性について説明した。

GS1 Digital Link の利用可能性

　3講目は「マスタデータだけじゃ
ない！ 情報システム構築に関する
GS1標準とその利用可能性」と題し
当財団佐藤研究員が講演した。
　GS1 標 準 の 3 要 素（注） の う ち
｢Share：情報の共有｣ にフォーカス
し､ サプライチェーンの可視化デー
タを扱う EPCIS､ GS1識別コード
から情報を見付ける GS1 Digital 

Linkと､ 標準化の組み合わせで実現
する情報システムについて解説した。
（注）Identify: モ ノ や 場 所 の 識 別、 

Capture: モ ノ や コ ト の 捕 捉、

Share:情報の共有

　サプライチェーンのトレーサビリ
ティの向上を図る事例などを示しな

がら、GS1標準をベースとするシ
ステム構成により、容易にかつ拡張
性が高いシステムを構築することが
できる可能性について紹介した。

GS1 標準を活用したリコールの
仕組みの構築

　最後に「GS1 QRによる B2Cで
の実施事例報告－製品トレーサビリ
ティによる消費者と事業者のインセ
ンティブ－」と題し、（一社）PL

研究学会 副会長 渡辺吉明氏に講演
いただいた。
　製品リコールの課題は、製品の回
収がしきれないことが多いことであ
る。その課題を解決する手段とし
て、同学会の加盟企業である TDN

インターナショナル㈱が「安全点検
アプリ」を提供している。
　このアプリを利用することで、こ
れまでの製品リコールで大きな課題
となっていた「製品リコール情報の
告知」と「回収」が実現できたため、
事業者の責任を果たすためにもアプ
リを活用すべきであると述べた。

　GS1標準の利用は、EC事業者にと
っても業務効率化に欠かせない手段で
ある。今後も、新たに参入するEC事
業者に働きかけて、業務効率化のため
にGS1標準の普及を進めていきたい。
（ソリューション第2部　市原）

ECにおけるGS1標準と最新事例の紹介
ー 「GS1標準によるDX、オムニチャネル環境の業務革新 2022」の報告 ー

セミナー講師陣

・モバイルコンピューティング推進コン
ソーシアム（MCPC）

・（一社）モバイル・コンテンツ・フォー
ラム（MCF）

・（一社）全国スーパーマーケット協会
・日本小売業協会
・（一社）日本チェーンドラッグストア
協会

・日本ダイレクトマーケティング学会
・（一社）日本自動認識システム協会
・日本オムニチャネル協会
・（一社）日本イーコマース学会
・（一社）PL研究学会

表　後援団体　一覧（順不同）
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　GS1 Japan は、2022 年 11 月
1日、慶應義塾大学Auto-IDラボ・
ジャパンと共同で第 17回 EPC 
RFID FORUMを開催した｡ 昨年
度に引き続きオンラインで講演を行
い、321名に参加いただいた。
　本年度は慶應義塾大学の村井 純教
授の開会挨拶から始まり、経済産業省
の2021年度電子タグ（EPC/RFID）
実証実験の報告や、RFIDにおける属
性情報の利活用事例、次世代の無線
センサータグ技術の研究開発の取り組
みについて講演が行われた。

経済産業省の取組について
経済産業省　金正和氏

　2021年度の経済産業省事業につ
いて背景、方向性の紹介があった。
国内流通業のサプライチェーンにお
ける非効率性の解消は積年の課題で
ある。経済産業省と国土交通省は連
携してフィジカルインターネット実
現会議を開催し、2040年までのロ
ードマップを作成した。これに伴
い、流通業では商慣習の見直しに加
え、データ共有による効率化も検討
している。このデータ共有に電子タ
グの活用が期待されている。

「流通・物流の効率化・付加価値
創出に係る基盤構築事業 (RFID
に関するオペレーション・デー
タの標準化 )」の実施概要
みずほリサーチ & テクノロジーズ㈱　
阿部一郎氏

　2021年度は個品への RFID組込

方法のルール化および物流資材に
RFIDを組み込んだ場合の物流工程
における検品や管理単位などのオペ
レーションのルール化について検証
した。RFIDはサプライチェーン上
のモノの情報管理のキーとなる技術
の一つである。そのため RFIDを
活用して情報管理を行うスマートサ
プライチェーンの構築によって課題
解決を図ろうとしている。

「流通・物流の効率化・付加価値
創出に係る基盤構築事業 (IoT 技
術を活用した食品ロス削減の事
例創出 )」の成果共有
㈱日本総合研究所　和田美野氏

　2021年度は 2020年度の成果を
基に継続して食品ロス削減をテーマ
に取り組んだ。消費者の意識、行動
変化から小売業、そしてメーカーの
変化につながることを狙い、消費者
側に焦点を当て実証実験を行った。
実証実験では、青果物の鮮度という
価値提供による販促、ダイナミック
プライシングによる売り切り促進、
そして「健康」を価値とした食品の
購入・調理・保管の支援、の三つに
ついて検証を行った。

RFID における属性情報の利活用
～米国食品業界の例 / EPCタグ・
データ標準（以下、TDS）2.0 ～
GS1 Japan　佐藤友紀研究員

　日付やロット番号といった属性情
報がより扱いやすくなった TDS2.0
について解説があった。RFIDにお

いても日付やロット番号などの属性
情報を使いたいという機運が高まっ
ている。この実例として米国のフー
ドサービス業界における RFIDの
実証実験がある。この実証実験で
は、食材の入った段ボールケース単
位に RFIDを取り付け、識別コー
ドに加え日付情報も格納している。
この日付情報は TDS2.0を基に格
納されている。

Gen2 通信プロトコルの拡張 
～マルチサブキャリアストリー
ミング機能拡張～
㈱デンソーウェーブ　岡山陽介氏

　産学連携で行っている次世代の無
線センサータグ技術の研究開発につ
いて講演があった。一般には在庫管
理等に使われている UHF帯 RFID
をベースに､ マルチサブキャリアス
トリーミングと呼ばれる技術を開発
し、センサー機能付きの複数の
RFIDタグから同時にセンサーデー
タを読み取ることを可能とした。セ
ンサー機能付きタグも無線で小さく
軽量にでき、回転体等の振動計測な
どさまざまに応用できる｡
　
　最後に GS1 Japan常務理事の
前田が閉会の挨拶で締めくくった。
　各講演については EPC RFID 
FORUMの会員専用ページにて一
部を除き資料を公開している
(https://www.epc-rfid- forum.
jp/event/forum2022. html）。 
（RFID・デジタル化推進G　小山）

第 17回 EPC RFID FORUM開催
ー 経済産業省の取り組みと進化する EPC/RFID ー

経済産業省
金正和氏

みずほリサーチ＆テクノ
ロジーズ㈱ 阿部一郎氏

㈱日本総合研究所 
和田美野氏

GS1 Japan
佐藤友紀研究員

㈱デンソーウェーブ
岡山陽介氏
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GS1 Japanは、自動認識総合展に協賛、
リテールテックJAPANに特別協力しています

www.gs1jp.org


